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わが国では,こ れ まで固定資産については,
取得」東f面に基づ く減価f賞却を行い,未償却部分
を当該固定資産の簿価 として次期以降に繰 り延
べるという形で処理されてきた。 しか し.わが
国おいて も減損会計が導入されることとなっ
た,平成14年に 「固定資産の減損に係る会計基
準」(以下基準 という)が 公表され,平 成17年
4月1日か ら始まる会計年度か ら適用されるこ
ととなった。この基準が,時 価会計導入の流れ
に乗った ものであるか どうかは別として,わ が
国会計制度に新たな流れをもたらしたものとし
て,会 計ビックバンの一翼を担うものであるこ
とは疑いの余地がないであろう'1,
しか し,減損会計については,その具体的な
運用以前から,経済界の一部や自民党から,企
業に不必要な費用の計上をもたらし,企業の資
本の殿損やさらなる株価や地仙の下落等を誘発
し,その結果としてデフレを促進するものであ
るとの批判 もなされ,導 入の延期を求める動 き
す らあった1㌔新たな制度には,不 安感か ら
様々な批判はつ きものではあるが,そ れにして
も、 これまで導入 された諸会計制度において,
導入以前か らこれほど批判 されたものも珍しい
であろう,こ れらの批判は果た して妥当なもの
なのであろうか,そ れとも一一・顧の価値も与えら
れない全 くの謬論なのであろうか、基準を見る
限 り,投資家 ・債権者の利害を考えて減損会計
を導入 したように思われる。一・方,公 表を行う
企業の利害については基準では特に触れられて
いない。直感的な理解では,減損会計の導入は,
企業の側は,そ れ まで隠蔽できた,あ るいは本
来公表すべきでないところの損失を強制的に開
示させられ,そ の結果として,事 業の再編成を
強制 された り,さ もなければ投資家 ・債権者か
らの投資の減少を被ったりする結果をもたらす
という点で,デ メリットのみが生 じるように思
われる,も しそうであるならば,企 業は減損の
公表をで きる限 り回避 しようとするであろう
し,こ との是非は別 として,減 損会計に対する
批判が起こる根源はおおよそ理解で きるであろ
う。
しかしこのことはその ような単純な問題では
ない。それは,後 述のように企業の側には減損
会計を導入した場合に,メ リットがある場合が
存在す るか らである13。この 企業側の メリッ
ト・デメリットがどのような場合に生 じるかと
いうことについては,様 々な観点か ら議論する
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ことが可能であろうが,本 稿では,減 損に対す
る投資家 ・債権者の投資行動という観点から考
察したい、もし投資家 ・債権者の投資行動によ
って,企 業側のメリット・デメリットが変わる
のであれば,そ れによって企業は減損会計導入
に対する態度を変化させる可能性がある。そう
であれば,減損会計の導人において,こ のこと
を考慮することは重要であろう。 しか しこれま
で行われた諸議論では,このことをあまり意識
せずに議論がなされていたように思われる.ま
た,こ れまで行われた諸議論には,企業と投資
家 ・債権者を全体的に考えるという視点に欠け
ていたのではないかということが指摘で きる。
一方的に企業 と投資家 ・債権者のメリット・デ
メリットが強調 されており,両者の動 きを全体
的に捉え,そ の観点からメリット・デメリット
を検討するという視点が余り考慮されてこなか
ったのでないであろうか。この点を考慮しない
と,減損会計導入の意味が十分に伝わらない恐
れがあり,前述のような導入反対が生 じる原因
の一つに,こ の全体的なメリット・デメリット
を十分に説明していないことがあげられるので
はないか。本稿はこれまでの諸議論で欠けてき
たと思われる以.ヒの二つの点について考察を行
い,減 損会計導入において考慮すべき事項につ
いて新 たな視覚 を提供す ることを目的 とす
る11.そのために次章以下で,減 損会計の導入
において,減損会計の情報作成者である企業 と,
情報利用者である投資家 ・債権者とに分け,減
損会計の導入によって、それぞれどのような場
合に,メ リット,デメリットが生 じ,それゆえ
にどのような問題が生 じるかということを検討
をする,
皿 固定資産に減損会計を行う意味
1で述べた本稿の課題を検討する前に,固 定
資産に減損会計を行 う意味を検討しておこう,
固定資産の会計は,そ の時々の時価を測定し,
その変動を損益として計算するのではなく、事
前の計画に基づいて費用の発生を予測 し,それ
に見合う形で計画的に償却計算を行うものであ
る,市場の損益計算への介入という形での時価
評価は、固定資産の会計から切り離されてきた・
固定資産は原価評価され,固 定資産から生 じる
費用の発生は,内部における諸取引の擬制に基
づいて計算された。その理由には様々なものが
考えられるが5,さ しあたり,固定資産につい
て時価評価を行わないことを、投資家 ・債権者
の投資行動 という点から考えると,プロジェク
トの成功もしくは失敗について,固 定資産の時
価の変動のもつ意味が必ず しも明確ではなく,
時価の変動がプロジェクトの成功に与える影響
が不確実であるか,あ るいは固定資産の時価の
変動とプロジェクトの成功 ・不成功とに直接関
係が無く,したがってそれがプロジェクトの成
功に与える影響がほとんど無いと考えられるた
めであろう.それゆえ時fllliの変動は,投 資家 ・
債権者の投資行動に影響を与ず、固定資産の会
計から切 り離されたと考えられる、
プロジェクトの成功もしくは失敗に直接影響
を及ぼす可能性が高いと思われる投資不動産の
ような場合を除いて,事 業川の固定資産につい
ては,時価の変動がプロジェク トの成功もしく
は失敗を意味するかどうかは直接的にはわから
ないことが多い,それは.当 該固定資産自体の
時価が ド落しても,それが明 らかなプロジェク
トの失敗を意味するような場合を除いて,そ れ
とは無関係に,投資対象が行 う継続的な諸生産
活動から利益の発生が期待できる可能性がある
ためである。確かに完全競争市場を想定すれば,
固定資産の時価 とその生産活動による利益(の
現在価値)と は一致するはずであり,固定資産
の時価がプロジェクトの成功の指標となりうる
が,現 実の取引においては,こ れが常に保証さ
れているわけではないことは明らかである。こ
のような場合,た とえ固定資産の時価の変動が
生 じても,それ以前に比して,そ のプロジェク
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トの成功する確率(あ るいは失敗する確率)の
変動が直ちに判明しない場合であれば,す なわ
ちそれが投資家 ・債権者にとって将・来の利益の
増減を意味するものかどうかが判明しないよう
な場合であれば,投 資家 ・債権者の投資行動に
変化が生じない,あ るいは変化が生 じても軽微
であろうと考えられる。また、固定資産の時価
の変動がプロジェクトの成功する確率とは無関
係であれば,や は り投資家 ・債権者の投資行動
に変化が生 じない,あ るいは変化が生じても軽
微であろうと考えられる。そうであれば,企 業
側が時価の変動の発生を公表 しても,企業のメ
リットには変化はない,も しくは軽微であ り,
公表をおこなう意味はないであろう。
また固定資産は,長期的なプロジェク トの活
動期間を通 じて,費用が発生 し.それを通 じて
そのプロジェク トへの投資が回収されるのであ
り、一致の原則が成 り立つ以 ヒ,その使用期間
のいずれかの時点でプロジェクトへ投下 された
費用の計上が行われる。その際,費 用の計上を
市場の動向(=時 価の動向)と は切り離して,
一一定の計画に基づいて行うことにより
,長期的
に安定的な,あ るいは正常的な損益計算が行わ
れるのである。そ して,市 場変動のボラティリ
テ ィか ら切 り離 した,そ の正常な損益こそが,
投資家 ・債権者の投資行動決定に必要な情報で
あるという考え方からすれば,事前の計画に従
い償却計算することが,時価の差額として費用
の計算をする方法よりも好まれたのである。さ
らに時価を報告することにより,固定資産のよ
うな長期的な資産にとって,本 来無用である時
価の変動にともなうボラティリテ ィも報告 さ
れ.投 資家 ・債権者にとって,か えって無用な
混乱をもたらす恐れも指摘できるかも しれ な
い.販売を目的 としない固定資産の場合,時価
の変動は短期的には投資の成功 もしくは不成功
とは無関係である可能性が高い,し か し,投資
の成否とは無関係である可能性の高い固定資産
の時価の増減から生 じる損益の情報が提供 され
ることにより,投資家 ・債権者が,本 来変化さ
せる必要のない自らの投資活動を変化させる恐
れがある。場合によっては,そ のために本来破
綻するはずのない企業の破綻につながる恐れも
ある。そうであれば固定資産の時価を損益計算
に介入させることはかえって問題を引き起こす
ことになる,
これが,固 定資産の会計に時価を介入させな
い理由と稿者が考えるものであるlb。固定資産
のように長期の投資をおこなう場合には.時価
の変動がプロジェクトの成功 ・不成功に与える
影響が不確実はもしくは著 しく小さいために,
時価を固定資産の会計に介入させず,ま た時価
を公表することはなかったものと考えるもので
ある。
しかし減損会計の場合は上の事情 と少 し異な
る。 まずその対象が明 らかに当該資産の時価
(公正価値)の 下落がプロジェク トの失敗を意
味する場合に限定されているのである。 したが
って,時価の変動は,プ ロジェク トの成功につ
いて不確実でも無関係でもないことになる。そ
して当該固定資産の時価 を求めるにあたって,
直接その資産の将来のキャッシュフローを計算
することにより,減損会計は,投 資家 ・債権者
の当該プロジェク トから生 じるキャッシュフロ
ーに直接関連付けられており,したがって減損
の発生額は,そのまま投資家 ・債権者にとって,
将来の利益の下落額を意味する可能性が高 く,
特に減損の発生が,企 業それ自体の倒産を意味
するような場合には,そ の可能性が高くなる。
そうであれば投資家 ・債権者は.減損の発生に
応 じてその投資行動 を変化 させるであろうし.
この場合には固定資産の時価 を開示すること及
びそれに基づき損益を計算することは意味 を持
つのである。
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皿 減損会計 と企業,及 び投資家 ・債権
者の行動
減損会計を導人することによって,ど のよう
な事態が生 じることが予想されるのであろ う
か。制度を導人する立場か らいえば,次 のよう
なことであろう。減損が生 じた場合,企 業側は
それを公表 して,投資家 ・債権者にプロジェク
トの成功 ・不成功の予測に関する適切な情報を
提供 し,それに基づいて,投 資家 ・債権者は自
らの利益 を最高にするように投資の判断をおこ
なう。その際,減損の発生により投資家 ・債権
者の投資の停止を避けるために,企 業側は,不
要な資産の転換等の事業の再編成をお こない,
できるだけ投資家 ・債権者に投資を継続 しても
らえるようにする。その結果,企 業における適
切な資源配分と投資家 ・債権者の適切な投資活
動が行われ,社 会的厚生が高まるといったこと
であろう.この通 りになるのであれば,企業に
とっても,投資家 ・債権者にとっても.そ して
社会全体にとっても,減損会計の導人、すなわ
ち減損の公表することにはメリットがあると思
われる。
しかしこれは理想であり、先に述べたように、
この一・連の動 きがいかなる環境においても起こ
るというわけではない。以下では,こ のような
観点から,減損会計を導入した場合に,ど のよ
うな環境 ドで、どのような理由で,メ リット・
デメリットが生 じるかということを検討する。
まず企業側を検討し,次に投資家 ・債権者を検
討し,最後にこの両者を総合した全体的な側面
から検討する.
固定資産の減損会計は,「巨額な損失の計上
は経営改善に着手 した証拠であ り将来利益の上
昇と株価の上昇を期待させる信号であるという
期待か ら,リス トラクチャリングに伴う費用と
して巨額な固定資産評価損を計上する」という
側面から語られることがある'下,まずこの点か
ら検討しよう、
固定資産に減損が発生 した場合,こ れは過去
の投資の失敗を意味する,当該投資が成功 した
ときに比 して,企業の将来の利益の減少が予測
されるだけでなく,その企業の存続が危ぶまれ
る事態に至ることも予想される,そうであれば,
投資家 ・債権者は,投 資に見合った利益の配当
を受け取れない恐れが高くなるだけでなく,投
資を回収することもで きなくなる;lf能性があ
る。減損が発生した事実は,投 資家 ・債権者に
とって,マ イナスの事実であ`),その公表はバ
ットニュースの供給である=そ の事実を公表す
れば,投 資家 ・債権者は,当 該企業への資金 ・
資源の提供を減額する ・停1ヒする可能性が高 く
なる。直感的にいえば、このような行動が考え
られるはずである=に もかかわ らず,企 業が減
損が発竺 したことを積極的に公表 しようとする
のは,大雑把にいえば,公 表にあたって,減 損
の事実 とともに,この失敗を受けて事業の再編
成を行 うことを同時に公表することにより,投
資家 ・債権者の投資回避行動を押 さえようとし
たものであろう。事業の再編成にそれなりの魅
力があれば,こ れをグッ トニュースと考 えて,
投資家 ・債権者は企業への投資を維持 ・増加さ
せるとまでいえないにしても,少 なくともさほ
ど減らさないかもしれない,ま た巨額の損失を
計kで きるということは,そ れを行いうる体力
を企業が持っているということのシグナルでも
あ り,こ の点 もグッ トニュースと考える投資
家 ・債権者が存在するかもしれない。この問題
を事業の再編成のコス トを考慮 してさらに詳し
く検討 しよう.
事業の再編成にさほどのコス トがかからない
のであれば,滅損の発生時に事業の再編成を行
うことは,再編成を行わなかったときの,す な
わちバットニュースのときの投資家 ・債権者の
投資行動 とは無関係に,事 業の成功の可能性,
すなわち将来の利益の拡大の可能性が,再 編成
しなかった時に比して高くなり,企業及び投資
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家 ・債権者の両者にとってメリットのある行動
であると思われる。 しか し事業の再編成にコス
トがかかるのであれば,事情は異なる。事業の
再編成に一定のコス トがかかるのであれば,再
編成 した場合の、すなわちグットニュースによ
る投資家 ・債権者の投資行動の変化が,再 編成
しない場合の、すなわちバ ットニュースの投資
家 ・債権者の投資行動の変化よりも,再編成の
コス トを回収できる以一ヒに高 くなければ再編成
をおこなうことにメリッ トが生 じない可能性が
ある,す なわち投資家が事業の再編成のコスト
以上にそれを高く評価し,それに応じた投資行
動をとると認められる場合でなければ,事 業の
再編成には意味がない可能性があるのである1卜。
このように企業側は,事 業の再編成を行うこ
とに常にメリッ トがあるのではなく,条件によ
っては,白 らの利益を考えて事業の再編成を行
わない可能性 もある。この際,条 件として考慮
されるものの一つに,投 資家 ・債権者の投資行
動がある。 この投資家 ・債権者の投資行動が,
企業のメリット・デメリットを決めるというこ
とは,後述するように,本 稿の考察において指
摘するポイントの 一・つである。
事業の再編成を行うかどうかは別として,減
損会計が導入されれば,減 損の有無が投資家 ・
債権者に対 して公表 されることになる。この減
損の公表は企業にとって,メ リット,デメリッ
トのいずれなのであろうか。ここでは,事業の
再編成を起こったかどうかを問わず,企 業が減
損の事実を公表するかどうかの選択肢が与えら
れるものとする.減損が発生する場合 と発生 し
ない場合が 一・定の確率で発生 し,減損が発生 し
た場合には事業の再編成を行うかどうかの選択
肢が与えられ,そ してその上で,減 損の発生の
有無について企業は公表するかどうかを選択
し,公表 した場合には,減損が生 じていない と
いうグットニュースと,減損が生 じたというバ
ットニュースに応 じて投資家 ・債権者の投資の
行動が変化するものとする。そ して減損の発生
の有無は,そ れ を公表 しない限 り,投 資家 ・債
権者に減損 の事 実がわか らない とし,公 表 しな
い場合には,投 資の継続性については常 に一定
の確率 で行われる もの とする=
まず,減 損を公表 しない ことが投資家 ・債権
者 に与える効 果が、減損を公表する ことが投資
家 ・債権者に 与える効果 を上回 る場合 を考 えて
みよ う,こ れは,減 損 の事 実及び事業の再編成
の有無 を公表 した場 合の方が,公 表 しない場合
よ りも投 資家 ・債権 者に投 資を継続 して もらえ
る可能性 が低 い場 合である。 もし減損が発生 し
ていない事実,あ るいは減損 が生 じたがそれを
リカバーするよ うな効果的な事業の再編成が行
われたという事実が公 表 されれば,そ れを グッ
トニュース とらえた投 資家 ・債権者は投資 を継
続 ・拡大 させ る可能性が 高 くなる.したが って,
この場 合,公 表す るこ とは企業に とって メリッ
トが ある。 しか し逆 に,(効 果的 な事業の 再編
成 な しの)減 損発生 とい うバ ッ トニュー スが公
表 されれ ば,投 資家 ・債権者 は投 資を減 少 ・停
止 させ る可能性が 高 くなる。 問題は,グ ッ トニ
ュー スによって高 くなる効果 と,バ ッ トニュー
スによって減少す る効果 との比 較である、公表
す ることは,そ の双方の可能性 を企業側 に もた
らす ことも意味す る。す なわち グッ トニュース
に よるメリッ トを得 る代償 と して,バ ッ トニュ
ー スの場 合のデ メ リッ トを受 け入れるこ とにな
る。 したが って,グ ッ トニ ュー スに よる投 資の
継続 効果がバ ッ トニ ュー スによる投 資の停止効
果 を一ヒ回 る場合は,公 表す るこ とは企 業に とっ
て メリッ トがあ る。 しか しグ ッ ドニュースに よ
る投 資の継続の効果がそれほ どで もない と,公
表する ことは必ず しも企業 にとってメ リッ トを
もた らさない恐 れがあ る、 この ように減損 を公
表する ことは,必 ず しも企業 にとってメ リッ ト
があ ることばか りでは ない。デ メリ ッ トが ある
場 合 もある。それは減損が発生 していない,あ
るいは効果的な事 業の再編成 を行 う とい うグ ッ
トニュースが投 資家 ・債権者の投資行動 に与 え
68一
固定資 産の減損会 計に関す る一考弗
る影響により左右されることになる,
しかし,投資家 ・債権者のグットニュースの
応じ方によって.公 表することが,企 業にとっ
てデメリットである可能性があ り得る以一L,そ
のような条件が成立する可能性があると考えて
いる企業は,公 表 しないことを選択 したいと望
むであろう。現実には,滅損を公表することが
企業にデメリットをもたらすことが多いと思わ
れるが,ど のような企業にその条件が適合する
のかを理論的に求めることや,あ るいは現在の
日本の企業においてそのことを実証することま
では本稿の目的ではない,た だこの点に関する
大雑把なイメージを説明 しておこう。例えば,
減損が生 じたということは投資の失敗を意味
し,将来の収益のマイナスを意味することが多
い.こ れには投資家 ・債権者は敏感に反応し,
投資の停止を行う可能性は総 じて高 くなるもの
と考えられる.一・方,減損が生 じていないとい
うことは投資の失敗を意味 しないということで
あ り,せいぜいの ところ,予定の収益を確保す
る可能性が高いことを意味する程度であり,予
定以上の収益が確保されるという保証をするわ
けではない。はたしてこのようなニュースに対
して投資家 ・債権者が敏感に反応するであろう
か。 もし敏感に反応す る場合があるとすれば,
バプル景気のようなきわめて景気が良く投資
家 ・債権者が投資に対して強気であるような場
合が考えられるが,そ れ以外の通常の環境下で
は,た とえその程度の情報であっても投資家 ・
債権者が強気に投資に出られるような一一・部の優
良企業に限られるであろう。 グッドニュースの
投資家 ・債権者の投資行動に与えるインパクト
が大 きい企業が一部の優良企業に隈られ,多 く
の企業にとって,グ ッドニュースの投資家 ・債
権者の投資行動に与えるインパクトはさほど大
きくないのであれば,グ ットニュースによる投
資の継続効果がバットニュースによる投資の停
止効果を下回ることになり,多 くの企業にとっ
て,減 損を公表するだけでは、公表するメリッ
トがあまり無いことが想像できる。そうであれ
ば,一部の優良企業を除いて,多 くの企業は自
らのメリットを守るために,減損を公表 しない
ように努力するであろう、あくまでも想像では
あるが,お そらく減損会計の導入批判 も,この
ような動きの一環ではないであろうか。そして,
もし優良企業については減損を公開することは
メリットがあり,そ うでない企業の場合にはむ
しろデメリットが生 じる可能性があるのであれ
ば,減損会計は,優 良企業がさらに拡大するた
めの踏み台となり,そ してそうでない企業にと
っての椌桔となりうるという点で.企 業の淘汰
を促進する機械の役割を果たす可能性 もある。
適者生存の社会が必ずしも好ましいとはいえな
いとする価値観からは,減 損会計のこのような
側面を批判することができるであろうLl.
次に減損を公表しないことが投資家 ・債権者
に与える効果が、減損を公表することが投資
家 ・債権者が与える効果を下回る場合を考えよ
う。これは,減 損会計を適用して,減 損の発生
の事実及び事業の再編成の有無を公表した場合
の方が,減 損会計を行わずそれらを公表しない
場合よりも,投資家 ・債権者に良いインパクト
を与え,結果として投資を継続 してもらえる場
合である。この場合では,た とえ滅損の発生と
いうマイナスの事実を公表 しても,公表 してい
ないことよりも高 く評価 されるのであるから,
公表する方が常に企業に とってメリッ トがあ
る。そ して,前 述の場合のように,グ ットニュ
ースの投資家 ・債権者の投資行動に与える影響
を考慮する必要はない.こ のような場合は,公
表 しない企業に対する不信感が強くなり,バ ッ
トニュースを公表 しないよりも公表した方が投
資家 ・債権者の投資行動が高まるような環境が
あれば成立する可能性が高いと考えられる、
以 ヒのように,減損を公表 しないことが投資
家 ・債権者に与える効果と減損を公表すること
が投資家 ・債権者に与える効果のいずれが大 き
いかにより,企業側にデメリットが生じる可能
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性があるかどうかが決まることになり,どちら
の状況にあるかが,減 損会計導入にあたって重
要である。どのような場合にどちらの状況が生
じる可能性が高いかについては,稿 を改めて検
討することにしたいが、わが国の現状について
若干ふれると,有価証券については,後 者の状
況にある可能性が高いと思われる。というのは,
有価証券の時価会計の強制が廃止 された場合
に,ど のような処理方法を選択するかというア
ンケー トに対 して,時価法を選択する企業が多
かったからであるIIII。しかし減損会計において
は,今のところ不明であると思われ,前者の可
能性もあるものと考えられる.
これまでの考察では,あ えて,企 業は失敗の
場合には,成 功で得られるはずであった利益を
得られないという状況を考えてきた,す なわち
失敗により損失を受けるのは投資家 ・債権者だ
けであると想定してきた。ここで企業側も失敗
の場合には,事 業の再編成のコス ト以外にも何
らかのペナルティー(=コ ス ト)を受けること
を想定してみよう。この場合にも,前述の場合
と同様に,企 業にとっては,グ ットニュースに
よる投資家 ・債権者に対する投資行動への影響
が,バ ットニュースに対する投資家 ・債権者よ
り多い場合には公表にメリットがあるが,そ う
でない場合には公表 しないことにメリットがあ
るさこれは,企 業側に失敗時に何らかの負担を
求めても,それによって公表を回避する行動を
押さえることができないことを意味する.す な
わち失敗時に限リペナルティが与えられるので
あれば,こ のことだけでは公表を回避する行動
を防げないことを意味する,そ れでは,公 表し
ない場合には、成功時であってもペナルティが
課されると想定 してみよう。この場合であれば,
いかなる場合であっても,公表する方が企業に
とってメリットがある。 したがって,この場合
には,事業の再編成がプロジェク トの成功に与
える効果を考慮することなく,また投資家 ・債
権者の投資行動に依存することなく,企業側を
公表するように仕向けることが可能になるので
ある、
次に投資家 ・債権者の側のメリットについて
検討 しよう,こ こでは,投 資家 ・債権者は,企
業に投資するかそれとも投資 しないかの選択が
できるとし,投資を行った場合には,成功 した
場合に投資の配当を受けるとし,投資の失敗が
生 じた場合にその投資を失うものであ り,投資
しない場合には損益は生 じない ものと考える。
そうであれば,投 資家 ・債権者は,プ ロジェク
トの成功率に依存して投資の行動を行うことに
なる。投資家 ・債権者にとって,失 敗の可能性
の高い場合には,損 失を回避する方法は投資を
停止することだけであり,失敗の可能性が高く
なれば投資を回避することが望ましく,あるい
はそのリスクに応 じた投資を行うことが望 まし
いことになろう,減損の事実が企業によって公
表されるのであれば,投資家 ・債権者は,プ ロ
ジェクトの成功率を見積もることができ,そ れ
に応 じて合理的な投資活動を行 うことができ
る、
したがって,何 らかの理由で投資家 ・債権者
が企業に投資する可能性が著 しく低い場合を除
いて,減損が公表されないと,投資家 ・債権者
にとってデメリットが生じる。それは,減 損が
公表されている場合には、減損の発生に応じて
失敗の可能性が高 くなり,それを反映する形で
投資家 ・債権者の投資の可能性 も低 くできる
が,減 損が公表されない場合には,失敗の可能
性が高 くなったにもかかわらず,投 資の可能性
をそれに応 じて低 くできないために,不必要に
多 くの投資をおこない,そ れに応 じてより多く
の損失を被る可能性があるためである,減損の
発生の事実が不明の場合.投 資家 ・債権者は,
例えば50%の確率で投資を継続 ・増加するかも
しれない,,しか し減損の発生によリプロジェク
トの成功の可能性が50%以下になっているとす
ると,その ままでは不必要に過大な投資が行わ
れる可能性があ り,投資家 ・債権者にデメリッ
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トを もた らす こ とになる、 したが って,こ の場
合において は,投 資家 ・債権者 に とって は,減
損 を公表す る方が常 にメ リッ トがあ る。す なわ
ち投資家 ・債権者は,自己の利益を守 るために,
常に公表を迫る ことになる拠
も し公表 されないのであれば,投 資家 ・債権
者は.自 己の利益 を守るために,自 らコス トを
負担 して成功の可 能性 を推 定 し,そ の水準に ま
で投 資の可 能性 を減少 させるこ とになろ う,前
述 のよ うに、そ うすれば公表 されな くとも投 資
家 ・債権 者に メリッ トが生 じるこ とがある,し
か しその場合,投 資家 ・債 権者 にコス トを負担
させ るだけでな く,一種 の レモ ン市場 が発生 し
て,そ の投資の可能性 を不必要 に低 く押 さえる
か も しれ ない.そ れは企業 にとっても望 ましい
状況で はない,
考察の最後 に.減 損発生の公表 について,全
体的な観点か らは メリッ ト・デ メリッ トはどの
ような場合 に発生 す るか とい うこ とを検 討す
る,さ しあた り企業 と投資家 ・債権者のみが存
在する場合 を想定 し,全 体的な メリッ ト・デ メ
リッ トを,企 業の メリッ ト・デ メリッ トと投資
家 ・債権者の メリッ ト・デ メリッ トをそれぞれ
合計 した もの としよう。公衷 した場 合に企業及
び投 資家 ・債権者の双方に メリッ トがある場 合
であれば,当 然のこ となが ら,全 体的な観点か
らもメ リッ トが発生 している。 しか し,企 業 に
おいて も,場 合 によっては投 資家 ・債権者 にお
いても,こ れ まで考察 して きたよ うに,条 件に
よって は,公 表す ることが メ リッ トを もた らさ
ないこともあ りうる、 この場合 には.結 局の と
ころ,企 業 と投資家 ・債権者のそれぞれの利得
の大 きさをどう考 えるか によって決 まることに
な る。 プロジェク トの成功の場合の両者の利得
の大 きさがほぼ同 じであ って,プ ロジェク トの
失敗に よるマ イナ スの利得が,投 資家 ・債権者
の方が より大 きい とする と,結 果 として,公 表
しない場 合には,投 資家 ・債権者のデ メリッ ト
の方が相対 的 によ り大 き くなる可能性 があ る.
したがって,そ の場合には,公 表しないことは
全体的な観点からはデメリットが生じているこ
とになる。そうであれば,企 業側で公表しない
ことによるメリットが発生 していたにせよ,そ
れを上回るデメリットが投資家 ・債権者の側で
発生 したのであるか ら,減損の公表を行う方が
全体の立場からみるとより良いということにな
る。基準はおそらく,このような状況を想定 し
ているものと考えられる1ロ,
しか し企業の成功時の利益が,投 資家 ・債権
者側の利益に比して著 しく大きい場合(プ ロジ
ェク トの失敗による投資家 ・債権者のマイナス
の利得分以上に大きい場合)に,全 体としても
公表しない方がメリッ トがある場合が生じるこ
とがある,こ れは,投 資家 ・債権者の損害以L
に,企 業の存続による利益の方が大きい場合で
ある.例 えば企業の社会的影響が大きく,企業
を破綻 させることが社会的にみて大きなマイナ
スをもたらすような場合である。このような事
情においては,減損の公表をおこなわないこと
が,全体の利益か ら認められるケースも考えら
れる、今回の滅損会計の導入を批判する意見で,
もし取 り上げるものがあるとすれば,このよう
な文脈で語られたものがその一つとなるであろ
う。 しか したとえその場合であっても,それは
投資家 ・債権者の犠牲によってもたらされたも
のであることを指摘 しておいた方が良いであろ
う=
】v結
これまでの考察で指摘 したことをまとめると
以下のようになる。
1工1圃定資産に時価を適用しないのは,時仙
の変動がプロジェク トの将来の成功 ・不成
功に関係がないからであり,関係のないも
のに時価を適用することはかえって問題を
生 じせ しめる。 しか し減損はそれとは異な
り,時価の変動がプロジェク トの将来の成
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功 ・不成功 に関係があ り,こ れ を開示す る
ことは投 資家 ・債権者の メリッ トになる。
② 企業が事業の再編成 をお こな うのは・ グ
ッ トニ ュースの際の投 資家 ・債権者の投 資
行動 がバ ッ トニ ュー スの際の投 資行動 を ト
回る場 合である。
③ た とえバ ッ トニュー スであ って も,公 表
しない よ りも公表す る方が投 資家 ・債権者
の投 資 行動 に 良い影響 を与え る場合 に は,
グッ トニュースに関係な く,常 に公表する
方が 企業 に とって メリッ トが ある。
ヨ〔 バ ッ トニュースの場 合,公 表 しない 方が
公表する よりも投 資家 ・債権者の投 資行動
に良い影響 を与える場 合には,企 業が減損
の公表 に メリッ トが あるのは,グ ッ トニュ
ースが投 資家 ・債権 者の投 資行動 に与 える
影響 がバ ッ トニュースが投 資行動 に与える
影響 を上回る場 合である,優 良企業 につい
ては,こ の ことが 成立す るこ ともあ るが,
そ れ以外 の企業では,こ の ような ことは現
実 にはなかなか困難 であ ると思 われ る。
⑤ 投資家 ・債権者 は,通 常,減 損 を公表 さ
れた方が メリッ トが あ り、公表 され ない場
合 デ メリッ トが生 じる。 したが って公表さ
れないこ とによる企業のメ リッ トは,投 資
家 ・債権者 の犠牲の 上にあ る ともい える.
また公表 され ない場合 には,投 資活動 を著
しく一ド落 させ る恐れがあ る.
⑥1企 業 の存続 の利得 が著 しく大 きい場合 に
は,公 表 しない こ とで全体r白なメ リッ トが
生 じるこ ともあ るが,そ れ も投資家 ・債権
者の犠牲 によった ものであ る。
以 ヒの よ うに.直 感的 な理解 とは異 な り,企
業 には,投 資家 ・債権者の行動 によって,メ リ
ッ トの あ る場 合 とデ メリ ッ トの あ る場合 があ
る,ま た,企 業 と投資家 ・債権者の双方 を全体
的にみ ることに よって,た とえ公表す ることが
企業にデ メリ ッ トを もた らす に して も,公 表 し
ない ことは投資家 ・債権者 にデ メリ ットを与 え
る可能性がある。この点をこれ までの議論は失
念 してきてお り、そのため,例 えば批判者側は
積極的に減損を開示する企業の存在を説明でき
ず,説 得力に欠けるものであったし,逆に,導
入の推進者側 も,減損の開示に消極的な企業の
実情に対する考慮や配慮に些か欠けている面が
あったと思われる。減損会計の導入を適切に行
うためにも,減損の開示に消極的な企業の実情
を考慮するとともに,減損会計の メリット・デ
メリットについて,卜分に説明する必要がある
か もしれない。なお,本 稿の考察では,企 業,
および投資家 ・債権者の行動について,一定の
仮定をおいてお り,あ らゆる場合に、本稿で考
察 した結論が得られるわけではない。本稿では,
仮定をお くにあたって,投 資家 ・債権者の行動
を考慮することの重要性を強調することを 一義
的に考慮 してお り,その仮定の妥当性について
は,あ えて触れずに議論 してきた一これら本稿
で十分に考察 しなかった点については,稿 を改
めて検討したい。
注III岡定資産の減lll会計が,固 定資産に時価1}・r価
を導人したものであるかどうかを論じることは
本稿のU的 ではないが,若干の解説を試みると,
これにはいくつか異なる意見がある。例えば基
準では,「これは,金 融商品に適用 されている
時価評価とは異なり,資産価値の変動によって
利益を測定することや,決 算Hに おける資産佃i
値を貸借対照表に表示することを目的とするも
のではなく,取得原価基準の ト'でそ財〕れる帳簿
価額の臨時的な減額である」として,時 価評価
の導入であることを否定している 他方,減 損
会計は、評価減の場合に限られるにしても,固
定資産の価額を取得原価(マ イナス減価償却累
計額}か ら時価である回収IIJ'能額に変更するも
のであり,これを固定資産に対するli与価評価の
導入と見なす見解もある 〔川ll曹健 二著 『時価会
計人門』巾央経済社,2000年),わが国に限っ
ていえば,減損会計は,手 続き的に見ても,単
純に時価が帳簿佃ii額を ト団っていると必ず評価
損を計上するのではなく,有価証雰の時価評血lli
とは異なる点 も多い,し かしなが ら,稿者は,
固定資産の減損会計が,取 得原価を事前に予定
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された ・定の計画に基づいて規則的に償却する
というこれまでの固定資産会計の手続 きに,新
たに 「市場」を介入させる余地を導人 したとい
う点で,こ れまでとは異なる情報を利害関係者
にもたらすものであり,その点からは完全には
時価評価の導入とはいえないとしても,少 なく
とも原価評価からの逸脱であるとみる方が良い
と考えている。
1別 このあた りの事情 については、朝il新聞
(2003年4月41D,li経新聞{2003年・111121D,
読売新聞 〔2003年41118mの記事に詳しい.
・31本稿では,メ リット・デメリットという川語
を,あ る状況から別の状況に変化 した際に生 じ
るであろう企.業及び投資家 ・債権者のそれぞれ
の期待値の増減の意味で用いているこ状況の変
化により期待値が増加する場合がメリットであ
り,減少する場合がデメリットである一
14:木稿の1裸題を達成するll的で,次のようなモ
デルを川いる.:,
このモデルでは,まず減損会計における ・連
のプロセスを,減損の発生,事 業の再編成,減
損の公表,投 資,事 業の成功,の 各段階からな
るものとする.そ れぞれの段階で,そ れが発生
するあるいは実行するIll能性{確;杓 と,発生
しないあるいは実行しないけ「能性1確 率1と が
あり,それぞれを組み合わせると24のケースに
分かれる=各 ケースのそれぞれに各段階ごとの
確率を乗じて,ケ ースの発生率を見租もり、そ
れぞれのケースにおける作業側と投資家 ・債楮1
者の利得を想定し,それを,各 ケースの発生率
に乗じて、ケースごとのf直をもとめ,そ れを集
計して、企業及び投資家 ・債権者の期待値を計
算する=この期待値がその状況下における命業,
投資家 ・債権者の減揖の公開の価値(マ イナス
の場合はコスト1と考える。それぞれのケース
における発生率及び利得は,本稿のII的である,
投資家 ・債権者の行動と、企業側のメリット・
デメリットとの関係を明瞭にできることを第一
として,で きるだけ,現実に即した数値になる
ように配慮している..
このモデルはあ くまで,本 稿の課題である減
損の公表と非公表において,企 業と投査家 ・債
権者のメリットがどうなるかを説得的に説明で
きるようにするというU的 で作られたものであ
り,L記の関係を ・般的式等において理論的に
解析することやわが国の現状を実証することを
Il的に作 られたものでない。またモデルで与え
られた初期の状況が,正 しいものであるという
保 証 も ない.し た が っ て,初 期 の 状 況 が 不 合理
で あ り,そ れ を修 正 す る操 作 を 行 った 結 果 と し
て,企 業 も し くは 投 資 家 ・債 権 者 の期 待 値 が 変
動 し,そ れ が ど ち らか に とっ て デ メ リ ッ トとな
る こ と もあ る,
15:1固定 資 産が 原価 評 佃1を中心 と して きた こ との
理 由 につ い て は,山 桝 忠 如 ・罵 村 剛 雄 共 著 「1本
系財 務 諸 表 論{理 論 利訂)」(税務経 理協 会,1974
年1に 詳 しい、
161固定 資 産 に 時fl11i評価 が用 い られ て こ な か っ た
理 山 に 関 して,稿 者 と同 様 の 見 解 は,高 寺 貞 男
著1複 雑 系 の 会 計 学 』(三 嶺 書 房,1995年1に
もみ られ る 、,また 基 準 も基 本 的 に は 同 様 の 考 え
方 で あ る と思 わ れ る。
171田 中 健 _:著 『時 佃i会計 入 門 」 〔中 央経 済 社,
2〔}OOイト〕,66∫f・
唱1AccoulltillgTrelld&T¢cllniqu6の1998年版
を み る と、22例11115例で 減 損 の1}}1示と同 時 に ∫IF
業 の 再 編 成 に つ い て の 情 報 を 開 示 して い る,,な
お 本 稿 で い う意 味 で のllチ編 成 の コ ス トが どれ だ
け 生 じて い る か 資 料 か らで は 判 別 が つ か な か っ
た が,多 くの 企 業で 事 業 の 再 編 成 が な され て い
る こ とを み る と、投 資 家 ・債 権 者 か らの 支持 が,
そ して そ れ に よ る メ リ ッ トが 、 事 楽のil∫編 成 の
コ ス トをh回 って い る こ とが 推 察 で きる1、,なお
米 国 の減 損 会 計 及 び 事 装のIl`編成 に つ い て は 、
以 ドの 文 献 に 詳 しい=
Smitll,KilllberlyJ,,Asさetilllpai['111ent〔lisclo-
Sllre8,ノo'fη1f1'〔ゾAc`o'''"σ"`ッ,Decl994,VoL
l78、PP,57-63.
DaΨidTMee血g,RandallWLueckε,As5e吐
inlpail・111ゼ謳11allddispo呂al,ノo"η1ロ'6ゾ〆1``o","{7,'`y,
Mar2002.Vol,193,Pp.49-59,
Titard,PielTeL.,Pari呂er,DavidB.,Impai['ed
a5s已ts:Meetillgu8巳r鼎唱illforlllatiollne6ds,ノo"芦
"宙'げ!1``o'碑故11の戸,Decl996.Vol.182,pp.55-61.
Imこ の よ う な 而 か ら減 損 会 計 を批 判 し た もの
に、 金子 勝 著 「提期 停 滞 』(筑 摩 書 房、2002年〕
が あ る。
li{〕Ii.1経新 聞 〔2003年4月151Dの記 事 に よ れ ば,
有 価 証 雰の 評 価 方法 に 選 択制 を 導 人 す る案 に 対
して,il要 ヒ場 企 業 の83%が 従 来 通 り時 価 で 評
仙 す る とい う ア ンケ ー トの結 果 が 出 て い る。 た
だ,減 損 会 計 は まだ 正式 な 会 計 ル ー ル で は な い
とい うこ と で,36%が 延 期案 に 賛 成 とな っ て お
り,両 汗へ の 反 応 に温 度 差が あ る1.
旧1減 損 の 事実 が 公表 され な い 限 り,投 資 家 ・債
権 者 に とっ て デ メ リ ッ トが 生 じる とい うこ の よ
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うな場合は,必ず しも減損の場合に限らないが、
現実の社会においてよく発生することである。
例えば,あ る事実が企業のプロジェクトの成功
にとってマイナスの要因であ り,場合によって
は致命傷になり,そ してそれを隠して時間が経
過しても決 してプロジェク トの将来の成功率が
高まらないが,し か しわずかながらも成功の可
能性の残るように思えるような場合に,事 実の
公表を行わないことにより,企業の存続という
利益を計ろうとすること,あ るいはそのように
主張することは良 くあることのように思われ
る。 しかし上記の考察から考えると,それは企
業のみの都合をみているのであ り,投資家 ・債
権者の利益を考慮していないということを意味
している,す なわちこれらの考察は,事 実を公
表 しないことによる企業側のメリットが,投 資
家 ・債権者の犠牲の上に成り立っていることを
指摘するものでもあろう
膿 基準は,減 損会計の導入の必要性について,
「不動産をはじめ固定資産の価格や収益性が著
しく低下 している昨今の状況において、それら
の帳簿価額が価値を過大に表示したまま将来に
損失を繰 り延べているのではないかという疑念
が示 され,1中略)こ のような状況が財務諸表
への社会的な信頼を損ねているという指摘」が
あることを述べている。
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